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沢井製薬株式会社による経営統合提案に対する当社の回答について 
 
2010 年 12 月２日付「沢井製薬株式会社による当社に対する経営統合提案について」でお知らせ

いたしましたとおり、当社は、沢井製薬株式会社（コード番号：4555 東証第一部）（以下「沢井

製薬」といいます。）から経営統合提案（以下「本提案」といいます。）を受領いたしましたが、本

日、当社取締役会は、本提案をお断りすることを決議し、沢井製薬に対してその旨通知いたしまし

たのでお知らせいたします。 

 

当社は、特定領域の新薬事業をコアとし、世界の人々の健康に貢献する社会的使命を遂行するこ

とによって企業価値を向上させることを経営方針としております。そして、ジェネリック医薬品事

業については、当社の新薬事業が注力している特定領域における競争力の補完を目的とした事業展

開を志向しております。 

他方、当社は、国内市場を中心としたジェネリック医薬品事業については、中長期的な事業環境

が不透明であり、今後本格化すると予想される国際的な価格競争の中で、中長期的な成長性に疑問

があると考えております。そのため、広範囲かつ大規模なジェネリック医薬品事業を経営の両輪の

一つと位置づける沢井製薬の「ハイブリッド型製薬企業」構想によった場合、ジェネリック医薬品

の事業環境変化が当社業績に及ぼす影響は格段に大きくなり、上記価格競争等によりジェネリック

医薬品事業の収益性が悪化すると、コアとなるべき新薬事業に研究開発費用の削減等の悪影響が及

び、当社の経営方針の遂行に支障をきたすことになりかねないと考えております。 

このように、本提案は当社の事業環境に対する認識及び戦略と合致せず、当社グループの企業価

値及び株主共同の利益の向上に資するものではないとの判断に至ったことから、当社は本提案をお

断りすることにしました。 

 

2010 年 11 月 10 日付「本日の一部報道について」でもご説明申し上げましたとおり、当社は、

2010 年８月下旬、沢井製薬から新薬事業とジェネリック医薬品事業を傘下に持つ「ハイブリッド

型製薬企業」の構築を目指す経営統合の打診を受けました（以下「第一次提案」といいます。）。こ

れを受けて、当社は、第一次提案が当社グループの企業価値及び株主共同の利益の向上に資するも

のであるか否かという観点から、第一次提案に対する質問事項の送付や両社社長の直接会談の実施



など、沢井製薬との間で複数回の協議等を行い、時間をかけて真摯に検討しました。その結果、当

社は、上記と同様の理由から、第一次提案の有効期限日である平成 22 年９月 30 日、第一次提案に

賛同しかねる旨を沢井製薬に回答し、第一次提案は失効しました。 

 

本提案は、その後、再度沢井製薬から当社に対して提案されたものです。しかしながら、本提案

は、当社と沢井製薬の経営統合によって新薬事業とジェネリック医薬品事業を傘下に持つ「ハイブ

リッド型製薬企業」の構築を目指すことを目的としており、基本的な部分は第一次提案と何ら異な

るものではありませんでした。当社は、企業価値向上に必要な他社との提携の可能性を否定するも

のではございませんが、本提案が当社の事業環境に対する認識及び戦略と合致せず、当社グループ

の企業価値及び株主共同の利益の向上に資するものでないとの上記判断は、第一次提案の検討の際

に既に結論が出ておりました。本提案を受けて再度社内で議論しましたが、結論を変更すべき理由

は見あたらず、本日の取締役会決議となった次第です。 

 

当社は、新薬メーカーとしての社会的使命を遂行するため、上記経営方針に基づいて作成した新

中期経営計画「ＨＯＰＥ１００-ステージ１-」の達成に引き続き邁進していく所存です。株主の皆

様をはじめとする各関係者におかれましては、今後ともご支援賜りますようお願い申し上げます。 

 

以 上 


